
大田区立学校における働き方改革推進プラン

大田区立学校における働き方推進プランの概要について

令和２年度～６年度までの５年間

学校における働き方改革を着実に推進するため、次の４つの施策を取組の柱とします。

教育委員会と学校がそれぞれ主体者として互いに連携し、また家庭や地域の理解・協力を得ながら総合的に取り組みます。

　１か月の時間外在校等時間　45時間

　１年間の時間外在校等時間　360時間　を超える教員をゼロにします

　すべての教員が、子どもたち一人ひとりに寄り添い、子どもたちの未来を創る力を育み、意欲を引き出す教育を実践しています

【計画期間】

働き方改革のめざす姿

目　　標

【プラン策定後の検証について】
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　プラン策定後は、教育委員会が主体となりPDCAサイ

クルによって毎年進捗を確認します。在校時間数の把

握と連動して全教員に向けたアンケートを行い、施策

の効果を確認するほか、既存の会議を活用してヒアリ

ングを実施するなど、学校の負担とならないよう配慮

します。

　３－２　スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーによる支援の充実

　１－２　規則等による教員の在校等時間の上限等に関する方針の制定及び運用

　１－３　教員一人ひとりへの意識付け

　２－１　教員業務の明確化と最適化に向けた検討

　２－２　電話機への自動応答機能導入

　２－３　部活動の適切な実施

　２－６　学校徴収金事務に関する調査・研究

【プラン体系図】

　４－２　定時退勤日の推進、夏季休暇等取得推進日の設定

　４－３　安全衛生管理体制の充実（メンタルヘルス）

　４－４　国・東京都への働きかけ

　施策２

　　教員業務の明確化と最適化

●教員がこれまで担ってきた業務内容が教員の専門性を

必要とするものかどうかという視点で、教員業務の見直

しに取り組みます。

　施策１

　　在校時間の客観的な把握と働き方改革への

    意識付け

●校務支援システムの出退勤機能によって在校時間を客

観的に把握し、教員一人ひとりが時間を意識した働き方

を実践できるよう意識改革を進めます。

　３－４　学校支援地域本部事業の推進

　３－５　家庭・地域とともに進める取組

　４－１　研修の整理・改善
　施策４

　　教員一人ひとりのワーク・ライフ・バランスの

    実現に向けた環境づくり

●教員が公私のバランスの取れた、充実した生活を送れ

るような環境づくりを進めます。

　施策３

　　学校を支える体制づくり

●教員業務の軽減を担う人材やスクールカウンセラーな

どの専門スタッフの配置のほか、家庭・地域の協力を得

て学校を支える「チームとしての学校」の体制づくりを

進めます。

　１－１　校務支援システムの出退勤機能による在校時間の把握

　３－３　スクールロイヤー（弁護士）の配置

　２－４　ＩＣＴ環境の整備

　２－５　各種調査・会議の見直し

　３－１　教員の業務軽減につながる専門スタッフの配置

※当面の目標

「週当たりの在校時間が60時間を超える教員をゼロにします」

•効果検証

•プラン見直し

•予算化

•推進する施

策（4本柱）

•働き方改革
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